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施設園芸におけるCO2ゼロエミッションを実現するた
めのヒートポンプおよびゼロエネルギーグリーンハウス

（ZEG）の開発
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）
農村工学研究部門 資源利用研究領域地域資源利用・管理グループ

グループ長
石井雅久

令和５年度 第８回関東農政局みどりの食料システム戦略勉強会
－11月のテーマ ゼロエミッション型施設園芸を目指して－
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日本の企業・事業所他部門のエネルギー消費約7483 PJの内、農林水産業は約3.4％を占める。
農林水産業で消費される主なエネルギーは、重油、灯油、軽油、ガソリン、電力等であるが、この中で
漁船の内燃機関と施設園芸の暖房で消費されるがA重油が最も多い。

企業・事業所他部門のエネルギー消費の動向
出典：令和3年度エネルギー白書（経済産業省資源エネルギー庁）
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日本全体の一次エネルギー消費は
減少しているが、
農林水産業の割合は微増
→ エネルギー消費が減っていない



出典：気候変動に対する農林水産省の取組（農林水産省、2021）

施設園芸が多い
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温室暖房

日本の施設園芸面積40,615 haのうち、加温設備を備えた園芸用施設は16,936 ha（41.7％）
この内、90％がＡ重油による燃焼式暖房装置（温風暖房、温水暖房）を利用している。
再生可能エネルギー利用として、バイオマス燃料（木質ペレット・チップ、もみがら等）や自然エネルギー
利用（地中熱・太陽熱利用)が推進されているが、普及は進まない。
バイオマス燃料が普及しない背景として、単位熱量当たりの価格が燃油よりも高いことや、適正な価格
で安定供給されるサプライチェーンが未成熟なことがある。
燃油価格の高騰以降、暖房費削減目的でヒートポンプが導入されたが、空気熱源方式は室外の熱交
換器で着霜するという問題があり、普及が進まない。導入コストも高いことも課題。

燃焼式暖房機

バイオマス暖房機

ヒートポンプ室内機

ヒートポンプ室外機
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みどりの食料システム戦略−１

出典：みどりの食料戦略（農林水産省、2021）
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みどりの食料システム戦略−２

出典：みどりの食料戦略 KPI2030年目標設定について（農林水産省、2022）
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みどりの食料システム戦略−３

出典：みどりの食料戦略 KPI2030年目標設定について（農林水産省、2022）
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燃焼式暖房機からヒートポンプへ

M動力源
圧縮機

凝縮器
（高温・高圧）

減圧

蒸発器
（低温・低圧）

膨張弁

ヒートポンプ原理

重油
ボイラ

燃料

111

熱

放熱ロス 11

重油ボイラの効率：0.9

ヒート
ポンプ

電気

25

熱

外部から
集めた熱 75

COP※：４
※COP（Coefficient of Performance、成績係数）
： 投入する電気から何倍の熱を利用できるか示す値

ヒートポンプによる省エネルギー効果の試算例 ヒートポンプの原理

ヒートポンプは
投入エネルギー以上の熱エネルギーを得られる

ヒートポンプは
燃焼によらず発熱・放熱できる

100

100

熱源は
再生可能
エネルギー



農林水産研究推進事業
委託プロジェクト（令和3～7年度）

代表機関：国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構
（農村工学研究部門、農業環境変動研究センター、畜産研究部門、

中日本農業研究センター、北海道農業研究センター）
共同研究機関：栃木県農業試験場、同 いちご研究所

地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 十勝農業試験場
国立研究開発法人 産業技術総合研究所
学校法人 慶應義塾大学理工学部
学校法人 早稲田大学創造理工学術院
ネポン株式会社
ホルトプラン合同会社

脱炭素型農業実現のための
パイロット研究プロジェクト
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CO2

脱炭素対策と生物生息の両立
有機性資材利用と水環境保全

CH4 N2O
CO2

精密水管理でGHG排出削減

地球環境にやさしい農業を目指して

有機性資材の施肥利用

熱 熱

熱熱

ヒート
ポンプ

再エネ活用型ヒートポンプでGHG排出削減
最新園芸省エネ技術で化石燃料削減

適正な水管理で水田の容易な畑利用

脱炭素技術の農村地域
展開によるGHG削減効果

農業面の経営改善効果
や環境改善効果、影響度
の解明

農村のグリーンインフラ
としての役割の創出

園芸

水田

環境

農村・経営

バイオガス発電由来の有機性資源利用
施肥代替･炭素貯留によるGHG排出削減

酪農・畑作

研究成果イメージ

廃棄残渣の
資源利用
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小課題２ 地域資源を活用した園芸施設におけるGHG排出削減と生産性向上技術の開発
（１）園芸施設における再エネ活用型環境制御システムの開発
（２）園芸施設における再エネ活用と周年栽培システムの開発

地下水

シート型熱交換器

農業用水から採熱する
シート型熱交換器から

ヒートポンプに冷温熱供給

施設園芸用
ヒートポンプ
（室内加温冷却）

太陽光発電

小水力
発電

エネルギーマネジメント
システム（EMS）

施設園芸用
ヒートポンプ

（クラウン加温冷却）

換気
装置

電照ランプ

EMS

環境制御装置

循環扇

マイクログリッド
（系統連系）

燃焼式暖房機から施設園芸用

ヒートポンプへの代替による

CO2排出量ゼロの取り組み

→ 暖房コスト低減とCO2削減

→ 農地の未利用熱利用促進 ヒートポンプによるイチゴの
クラウン加温/冷却

EMS

高機能
フィルム

・ヒートポンプ＋被覆素材→燃油使用量50％削減
・再エネ利用で系統電力使用量20％削減

・再エネ活用による周年栽培システ
ムの開発で収益性向上

再エネ・ヒートポンプ活用
で収穫期間の延長

「脱炭素型農業実現のためのパイロット研究プロジェクト」
令和4年度 農林水産研究推進事業委託プロジェクト研究

風力
発電
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ヒートポンプの熱源には、空気、地中、地下水などがあるが、施設園芸で導入されるのは空気熱源
方式が殆ど。
空気熱源方式は、室外機の熱交換器に着霜が生じると空気との熱交換が阻害されるため、除霜
運転（デフロスト）をしなければならず、この間は暖房運転が停止し，電力のみが消費される。
施設園芸では暖房負荷が深夜から明け方にかけて最大となるため，空気熱源方式は設計通りの
暖房性能を得にくく，ヒートポンプの普及は進んでいない。
ヒートポンプの導入費用が高額であることも、普及が進まない要因の一つ。

室外機 室内機

ヒートポンプの現状と課題－１
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農研機構農村工学研究部門では、温室に導入するヒートポンプに関わる研究を推進し、農地、地
下水、農業用水などから効率的に採熱できることを見いだしてきた。
地中熱源ヒートポンプは、温度変化が少ない地中や地下水が熱源となるため，空気熱源方式の
ように熱交換器でデフロストを行う必要はなく，安定的に採熱できる。
熱交換器を埋設するための掘削、ボーリング、埋設のための工事コストが高いことや、土質や地下
水の状況によって工事コストが異なることが、設備投資を検討する上でのマイナス要因となり、技術
普及、社会実装には至っていない。

地下水熱交換タンク（340L）

室内機 室外機

地下水熱交換タンク

地中熱源ヒートポンプ（オープンループ型）

ボアホール掘削（深さ40m）

室内機 室外機

シート型熱交換器設置（深さ1m）

地中熱源ヒートポンプ（クローズドループ型）

ヒートポンプの現状と課題－２
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空気
空気

水熱源ヒートポンプ

コンプレッサー
ブライン

循環ポンプ

クローズドループ方式

地中熱源ヒートポンプ（クローズドループ方式ブライン循環式）

熱交換器

熱交換器

既存技術（地中熱源ヒートポンプ）－１
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地下水熱源ヒートポンプ（オープンループ方式ブライン循環式）

排水

地下水
給水

オープンループ方式 空気
空気

水熱源ヒートポンプ

熱交換器

コンプレッサーブライン
循環ポンプ

熱交換器

貯水タンク

地中熱源ヒートポンプは熱交換箇所が２カ所あり全体の熱交換効率が低くなる。
熱交換のためにブライン循環ポンプを運転させるため、エネルギー消費量が大きくなる。

既存技術（地中熱源ヒートポンプ）－２
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施設園芸用ヒートポンプの設置費用比較
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地中熱源ヒートポンプをオープンループ方式直接膨張式に改良して、熱交換箇所１カ所にし、
熱交換効率の低下を減らした。
貯水タンクとヒートポンプ本体のブライン循環系を削除し、エネルギー消費を削減した。

農研機構が研究開発したの地中熱源ヒートポンプ－１

地中熱源ヒートポンプ（オープンループ型直接膨張式）

直接膨張式
ヒートポンプ

空気
空気

コンプレッサー

排水

地下水
給水

オープンループ方式

貯水タンク
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直接膨張式ヒートポンプは外気温が氷点下の条件でも，
室内気温の変動は少なく、安定的な暖房運転が可能で
あることが示された。
直接膨張式ヒートポンプは既存の空気熱源ヒートポンプの
熱交換器部分の冷媒経路のみの改良により製造可能で、
地下水利用に特化した熱交換器の利用により、優れた
COP性能を引き出せることが明らかとなった。
初期は試作機（1馬力、暖房能力2.8kW）で研究開
発を進めたが、現在、本技術を適用し、市販化を想定し
た実証試験機（3馬力、暖房能力8.4kW、5馬力、暖
房能力14kW、10馬力、暖房能力28kW）の開発に取
り組んでいる。

農研機構が研究開発したの地中熱源ヒートポンプ－２
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栃木県壬生町トマト生産温室(4000㎡)での実証試験

実証温室（室外） 実証温室（室内）

ヒートポンプ室内機 地下水用熱交換器
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栃木県農業試験場いちご研究所での実証試験

実証ハウス（室外） 実証ハウス（室外）

地下水熱源ヒートポンプ（室内制御用） 地下水熱源ヒートポンプ（クラウン制御用）
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栃木県農業試験場いちご研究所での実証試験

開発担当：ホルトプラン（同）

太陽光発電・蓄電

風力発電

充放電コントローラ

再エネ蓄電によるLED電照の状況



（環境省）令和４年度地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル
技術開発・実証事業（二次公募）

「施設園芸の脱炭素化に資するゼロエネルギーグリーンハウス
（ZEG）の開発・実証」について

代表研究機関：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

共同研究機関：東洋紡株式会社
イノチオアグリ株式会社
ホルトプラン合同会社
早稲田大学理工学術院創造理工学部
慶應義塾大学理工学部
千葉大学大学院園芸学研究院
埼玉県農業技術研究センター
有限会社国分寺洋蘭園

事業担当：環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室
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ゼロエネルギーグリーンハウス（ZEG）とは

•net Zero Energy Greenhouse（ネット・ゼロ・エネルギー・グリーンハウス）の略称で、「ゼグ」と呼称
•高効率な園芸生産および快適な室内環境を実現しながら、温室（グリーンハウス）で消費する年間
の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指す

へらす

省エネ

創エネ

従来の施設園芸で
必要なエネルギー

ZEGで消費する
エネルギー

ZEGで創る
エネルギー－ ＝ ０

出典：NEDO先導研究「農山漁村地域のRE100に資するVEMSの開発」資料より抜粋（2022年）



ZEB（ゼロエネルギービル）の定義・評価方法（例）

出典：経済産業省資源エネルギー庁「平成30年度ZEBロードマップフォローアップ委員会とりまとめ」（平成31年3月）



ZEG（ゼロエネルギーグリーンハウス）の定義・評価方法

出典：NEDO先導研究「農山漁村地域のRE100に資するVEMSの開発」資料より抜粋（2022年）

ZEG（ネット・ゼロ・エネルギー・グリーンハウス）の段階的評価

G*：基準化供給量＝評価対象温室の生成エネルギー／レファレンス温室の消費エネルギー
C*：基準化需要量＝評価対象温室の消費エネルギー／レファレンス温室の消費エネルギー
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Ready
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Nearly
ZEG
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保温カーテン２層
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「施設園芸の脱炭素化に資するゼロエネルギーグリーンハウス（ZEG）の開発・実証」
(環境省)令和4年度地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業(二次公募)

① 農業地域の再エネ電力と未利用熱を利活用する高効率な施設園芸用ヒートポンプの開発による燃焼式暖房機からの脱却
② 作物光合成の最大化とエネルギーロスを最小化し、作物にとって明るい波長選択積層フィルムを適用した新カーテン資材の開発
③ ヒートポンプと新資材カーテンの効果を引き出すセンサーネットワークと高精度環境計測・制御装置/GEMSの開発
④ ①施設園芸用ヒートポンプ、②新素材カーテン、③高精度環境計測・制御システムを組み合わせたZEG仕様温室生産システム

【技術要素④】
ZEG体系化

【技術要素②】
波長選択積層フィルムを適用した
新カーテン資材（保温/遮熱併用）

•光合成に有効な400～700nm
の波長を選択的に透過

•近赤・赤外光の反射を制御

光

400～700nm

【技術要素①】
施設園芸用
ヒートポンプ

【実証技術の概要】

エネルギーNet Zero
生産性・収益向上

【技術要素③】
高精度環境計測・制御装置
/GEMS/センサーネットワーク 環境計測センサ 自動運搬台車センサーネットワーク

波長選択積層フィルム

研究代表機関：農研機構（農村工学研究部門、農機研）
参画機関：東洋紡、イノチオアグリ、ホルトプラン、早稲田大学、慶應義塾大学、千葉大学、埼玉県農業技術研究センター、国分寺洋蘭園

地下水熱源ヒートポンプ
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開発中の積層高機能性フィルムの原理と特徴（東洋紡）

試作・開発中の施設園芸用ヒートポンプ（10馬力機）と改良（農研機構）

ZEG仕様温室の建設と現地実証（イノチオアグリ、国分寺洋蘭園、千葉大学、埼玉県）

太陽光発電

太陽光発電

既存温室

ZEG
建設予定地

自律走行が可能な小型電動ロボット
（農研機構）

新開発の小型環境計測センサモジュール
（ホルトプラン、農研機構）

ヒートマップ国分寺洋蘭園

高精度環境計測・制御装置/センサーネットワーク（慶應義塾大学、ホルトプラン、農研機構）

暖房能力2.8kW 暖房能力28kW

【実証技術の概要】
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PAR NIR

開発中のZEGシミュレーター（早稲田大学、農研機構）

※ 本研究の一部は、NEDO先導研究「農山漁村地域のRE100に資するVEMSの開発」、農林水産省委託プロ「脱炭素型農業実現のためのパイロット研究プロジェクト」の補助を受けて行った。

(環境省)令和4年度地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業(二次公募)
「施設園芸の脱炭素化に資するゼロエネルギーグリーンハウス（ZEG）の開発・実証」
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農林水産業に関わる生産情報の見える化と製品・商品へのタグ付け（付加価値化）

温度・出
荷情報
など

電力・燃油
情報
など

位置・温度
情報
など

販売情報
など

エネルギー 流通 小売

稼働状況の見える化
DR、VPP
系統/再エネ制御
データの分析
GHG削減量定量化

情報発信
コンサル
異常通報
BCP対応

データ収集 データ利活用 情報発信
異常通報

データ管理

再エネ 系統

GHG削減食品

情報通信プラットフォーム

農林水産業でのゼロエミッションの取り組みを見える化するため
の仕組みが必要

生産

農林水産物の生産・流通に関わるGHG削
減量を定量的に見える化
→ GHG削減食品認証制度（JAS）
農水省、環境省、経産省、国交省等の連携

デジタル田園都市国家構想を推進
みどりの食料システム戦略を推進
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